
（参考１） 
 

地域建設業経営強化融資制度に係る債権譲渡承諾等に係る事務の流れ 

工事発注局（支払い局） 工事主管局 契約局 
 （業者への対応、指導等） 

権譲譲渡承諾依頼書・承諾書 
 （様式１－１又は１－２） 

債権譲渡契約書 
（様式２－１又は２－２）(写し) 

印鑑証明書（３月以内） 
工事履行報告書（様式３） 
       の受付（書類①）

出来高が２分の１以上あるかどう

かを確認し、契約局へその結果

（様式４）と書類①を送付 
 

 

 債権譲渡人 
債権譲受人 
対象工事 
       の確認 
承諾・不承諾の決定 
依頼者へ通知（様式１－１又は１

－２又は５） 
工事主管局へ承諾・不承諾の結果

（様式４）と残った書類①（不承

諾の場合は様式５(写し)を加えて）

を送付 
 

書類①は、契約書等といっしょに

整理・保管 
工事発注局へ通知 
 

 

債権者を債権譲受人に変更  

（工事完成） 

 支払請求書 
債権譲渡承諾依頼書・承諾書 
（確定日付のあるもの）(写し) 
債権譲渡契約書(写し) 
       の受付（書類②）

工事発注局へ書類②を送付 
 

 

書類②により会計室へ支出依頼  



（参考２－１） 

 

地域建設業経営強化融資制度の概要 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

名古屋市 

保証事業会社 

(財) 建設業振興基金 

元請業者 

事業共同組合等 

金融機関 

④転貸融資（出来高分） 

⑧支払い

⑦支払請求 
③承諾 

②承諾依頼 

①工事請負代金

  債権譲渡 

債務保証 

⑤融資（出来高超分）

債務保証 

⑥
工
事
完
成 

(

連
携) 

転
貸
資
金
融
資 

債権譲渡先 

債権譲渡人 



（参考２－２） 

 

地域建設業経営強化融資制度の概要 

（電子記録債権を活用したスキームを利用する場合） 

 

 

 

 
 

名古屋市 

保証事業会社 

(財) 建設業振興基金 元請業者 

事業共同組合等 

金融機関 

④電子記録債権発行 

⑩支払い

⑨支払請求 
③承諾 

②承諾依頼 

①工事請負代金

  債権譲渡 

債務保証 

⑤電子記録債権譲渡 

債務保証 

⑧
工
事
完
成 

(

連
携) 

債権譲渡先 

債権譲渡人 

⑥割引資金入金 
⑦融資（出来高超分） 


